
令和３年度 第４回デジタル戦略推進本部会議
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会 場 県庁別館９階第１特別会議室
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２ 議 題

（１） ふじのくにＤＸ推進計画（最終案）について

３ 報 告

（１） 令和３年度 実証事業について

（２） 情報セキュリティについて

（３） オープンデータの利活用推進について

４ 閉 会

（配付資料）

・ 資料１－１：中間案からの主な変更点

・ 資料１－２：ふじのくにＤＸ推進計画（概要版）（案）

・ 資料１－３：ふじのくにＤＸ推進計画（最終案）

・ 資料１－４：ふじのくにＤＸ推進計画（施策集）（案）

・ 資料１－５：パブリックコメント意見対応表

・ 資料１－６：デジタル戦略顧問団からの主な意見

・ 資料２－１：令和３年度 実証事業（概要）

・ 資料２－２：令和３年度 実証事業（個票）

・ 資料３ ：情報セキュリティ

・ 資料４ ：オープンデータ利活用推進
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「ふじのくにＤＸ推進計画」における中間案（パブコメ時）から最終案での主な変更点について

１ 概要

中間案に係るパブリックコメントや専門家への意見聴取結果等を踏まえ、中間案を以下のとおり修正して最終案を策定

２ 主な変更点

(1) 全体

(2) 個別事項

区 分 中間案 最終案 備 考

フォント・配色
落ち着きのあるフォント、文字の見や

すさを考慮し暗めの配色

親しみやすさや未来への希望を表現するため、柔

らかいフォントや明るめの配色に変更

デジタル戦略顧問

からの意見を反映

区 分 中間案 最終案 備 考

背景：日本政府の

取組
－

国の動向を踏まえた時点更新等

（R3.12 重点計画策定）

背景：デジタル化

の必要性
人口ピラミッドの図で表示

生産年齢人口の減少を強調するため、棒グラフに

変更

デジタル戦略顧問

からの意見を反映

現状・課題 地勢・人口・産業の状況を文章で説明
データを分かりやすく示すため、図表を追加 デジタル戦略顧問

からの意見を反映

デジタル化の課

題

デジタル化推進の気運醸成について記

載

前ページ（現状・課題）からのつながりを意識し

静岡県の特色を出すため、防災分野の課題に変更

デジタル戦略顧問

からの意見を反映

目指す姿
デジタル技術が支える“新しい静岡時

代”

デジタル技術が支える新しい静岡 パブコメの意見

を反映

目指す姿 －
将来像を分かりやすく示すため、４つの場面の具

体例に、それぞれタイトルを追加（［健康］等）

デジタル戦略顧問

からの意見を反映

資料１－１



区 分 中間案 最終案 備 考

政

策

到達目標 第１段階～第３段階と表記 第１期～第３期に改めた上で、想定期間を追記
デジタル戦略顧問

からの意見を反映

③ デジタル技術の実装の促進 デジタル技術の実装の促進

［県庁・市町］ ・災害対策等におけるデジタル技術の活

用

「主な内容」の記載内容を修正 パブコメの意見

を反映

施策を支える

人材・基盤の強化

施策を支える基盤の強化 施策を支える人材・基盤の強化
知事協議の結果

を反映
「セキュリティ対策」「人材育成」の順

で記載

「人材育成」「セキュリティ対策」の順に変更

進捗管理 －
「成果指標」を最新の次期総合計画案ベースで時

点更新



ふじのくにＤＸ推進計画
～誰にも優しく、誰もが便利に、安全・安心、そして豊かに～

2022年３月

静岡県

資料1-2～1-4（ふじのくにDX推進計画概要版、本編、施策
集）は、以下のHPで公開しています。
紹介動画もあわせて公開しているので、ぜひご覧になってく
ださい。

https://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-510/kihon/dxsuishin.html























「ふじのくにＤＸ推進計画」中間案に対するデジタル戦略顧問団からの主な意見

※対応状況［凡例］：Ａ：計画に反映、Ｂ：施策や取組に反映（計画には反映不要）、Ｃ：計画・施策等には反映困難だが、今後の参考とする。

ページ 項 目 意 見 対応状況

全般 概要版の作成 スライド形式だと全体の流れが掴みにくいので、Ａ３で１枚程度の概要版がほしい。 Ａ

全般 計画の読みやすさ 10 年後を見据え、大学生にも読んでもらえるよう配慮してはどうか。文章が重くて固い。色のトーンも暗い。 Ａ

Ｐ５ デジタル化の必要

性

人口のグラフについて、生産年齢人口の減少を端的に示すなら、「人口ピラミッド」ではなく「棒グラフ」の方が

適切なのではないか。
Ａ

Ｐ７ 現状・課題 人口、産業等の情勢については、ＥＢＰＭの観点からもデータ（過去からの推移）を載せた方がよい。 Ａ

Ｐ７～８ 現状・課題 Ｐ７は静岡県の特徴、Ｐ８は一般論との印象。Ｐ８に静岡県特有の課題（防災分野等）を記載できないか。 Ａ

Ｐ14～17 目指す姿①～④ 例示している項目ごとに「健康」「交通」「安全・安心」のような「タイトル」を追記した方がわかりやすい。 Ａ

Ｐ18 地域社会のＤＸの

推進

地域課題を解決するためには、行政が手を出した期間だけでなく、関与終了後も継続できるような自走できる仕組

みの構築が重要
Ｂ

Ｐ18 市町ＤＸの推進へ

の支援

説明において「県内市町の実情に即したデジタル化を支援」としているが、デジタル化とＤＸは異なる。説明もＤ

Ｘとすればよいのではないか。
Ｃ

Ｐ20 政策（総括）

到達目標

第１段階～第３段階それぞれの期間を記載してはどうか（例：３～４年程度）。
Ａ

Ｐ21 政策①（概要）

ＵＩ・ＵＸ

ＵＩ・ＵＸの改善に当たっては、行政に提出した情報が手続にどう結び付いて活用されるのか、行政が持つ情報に

ついて県民にイメージを持たせることが重要
Ｂ

Ｐ25

～26

政策③

ＡＩ

ＡＩと称される技術の幅が広いので、何をどう入れたら役に立つのか検証が必要。目的が達成できるのであれば、

ＡＩに固執せず他の手段で対応することも検討すべき。
Ｂ

Ｐ25 政策③（概要）

スマホアプリ等を

活用した啓発

アプリは自治体が作っても利用されないことが多い。なるべく自前で作らない方がよいのではないか。

Ｂ

Ｐ27～28 政策④ 静岡県は住みやすい環境なので、デジタルを活用して移住・定住促進策を進めてはどうか。 Ｂ

Ｐ31

～32

デジタル人材の育

成

自治体においてデジタル人材を育成するためには、アンテナの高い職員をいかに発掘して活躍してもらうかが大

切。現場レベルでは、デジタル技術をツールとして使える人を増やすことが大事
Ｂ

資料１－６



（デジタル戦略局デジタル戦略課）

１ 概要

社会全体のデジタル化を推進するため、各部局が抱える様々な課題の中から、デジタル

技術を活用して課題解決が見込まれる事業について、デジタル戦略局と各部局が連携し、

デジタル戦略顧問団や民間企業等の知見・ノウハウを活かしながら検討・実証を行い、得

られた実証結果をもとに、次年度以降の予算化・事業化につなげていく。

まずは、令和３年１月及び４月に全庁調査を実施。各部局から回答があった課題に対し、

ヒアリング等により２つに分類して対応している。

（単位：千円）

２ ふじのくにのデジタル化事業について

（１）取組内容 （単位：千円）

令和３年度 実証事業について

区 分 概 要 件数 進め方 予算 執行済

ふじのくにの
デジタル化事業

県内の様々な課
題解決のため、
分野横断的に検
討・実証

22

各部局から出された課題
の中から、部局横断的な
取組や県民生活に直結す
る取組を実施

50,000 45,100

行政の
デジタル化事業

庁内の課題解決
のため、ＩＣＴ
の導入・実証

140
行政経営課等と連携しな
がら実施(デジタル化に
向けたＤＢ改修等)

5,000 6,861

（計） 162 55,000 51,961

（執行残） 3,039

主担当課 件 名 内 容 概算費用

知事戦略局
広聴広報課

県庁入口エリアの
デジタル化

県民サービスセンターに県庁案内等に関する
タッチパネル式ディスプレイ等を導入
⇒デジタル技術を活用（機器を設置）し、コン
シェルジュ機能の強化に向けた実証

6,600

経済産業部
産業政策課

産業創造コミュニ
ティプラットフォ
ームの創設

様々な業種が協業できる場、新価値創造の場
をオンライン上に創設
⇒非接触・ワンストップ化の実現による利用
者の利便性の向上に向けた実証

5,000

交通基盤部
港湾企画課

漁船操業情報を利
用した海底地形図
作成

南駿河湾漁協（御前崎港）の漁船に設置した機
器から水深や位置データ等を取得し、海底地
形図及び漁業支援データ(水温マップ)を作成
⇒漁業者と連携した新たな手法の確立に向け
た実証

5,000

交通基盤部
地域交通課

交通結節点におけ
る交通情報等の発
信

熱海駅など３カ所にタッチパネル型端末を設
置し、公共交通の円滑化及び地域振興(観光地
の PR 等)に寄与する情報を発信
⇒交通・観光需要の分析の実証

8,000

企業局
水道企画課

浄水場の残留塩素
濃度に与える外的
要因調査

寺谷浄水場にて、データ(水温、気温、日光照
射量等)に基づき薬剤の注入率を決定
⇒薬剤注入率の決定の自動化に向けた実証

8,500

教育委員会事務局
社会教育課
県立中央図書館

図書館のデジタル
化

図書貸出カードの電子化や電子書籍の貸出な
ど、デジタルツールを中央図書館に導入
⇒県民の利便性向上に繋がるツールの実証、
新県立中央図書館の整備へ反映

12,000

（計） ６件 45,100

資料２－１



２ 行政のデジタル化事業について

（１）取組状況

（２）主な取組内容 （単位：千円）

分 類 件数 処理中(済) 備 考

要調整(実施に向けて調整) 43 33
行政経営課等と相談・調整しな
がら実施に向けて取り組む

要調整(課題等検討事項が多い) 44 11

電子県庁課と連携し今後検討 16 16 ＮｏｔｅｓＤＢの整備・改修等

ワーキンググループ設置 10 10 電子契約等検討会を設置

対応案の提示 12 12
ツールや類似例を提示し、解決
に向け調整中

解決済み 15 15
モバイルＰＣの導入等により
解決済み

（計） 140 97

(69.3％)

担当課 内 容 概算費用

健康福祉部
福祉指導課

＜問合せ対応の電子化＞
電話での問合せが多い事項（120 件/月)をＷＥＢ応答シス
テムで対応（既存のＷｅｂサービスを利用）

20

教育委員会事務局
義務教育課

＜給与処理の電子化＞
手処理で財務会計システムへ入力等を行っている県費負
担の小中学校教職員(会計年度任用職員：約 1,300 人)の給
与処理の自動化

3,465

経営管理部
人事課

デジタル戦略局
電子県庁課

＜退職手当請求書の電子化及びデータ連係＞
紙で提出している退職手当請求書（200 人程度）の電子化

3,376

交通基盤部
土木防災課

ほか

＜Web 会議ＰＣの増設＞
東館 16 階の食堂にインターネット回線を配備、専用 PC の
貸出しにより Web 会議可能な体制を整備

―

知事戦略局
広聴広報課

ほか

＜記者提供のペーパーレス化＞
NotesＤＢ（記者提供資料）を改修し、紙の配付を電子メー
ルでの送信に変更

―

くらし・環境部

環境政策課

ほか

＜ＲＰＡ等の導入支援＞

エクセル様式から自動集計し、ＨＰ公表資料を自動作成 ―

スポーツ・文化観光部

文化財課

ほか

＜既存の仕組みを利用＞

メールによる照会は紙で出力せず電子決裁システムで対

応
―

スポーツ・文化観光部

私学振興課

＜既存の仕組みを利用＞

各学校からのメールが無害化されてしまうため、セキュア

ファイル交換サービスで対応
―

（計） 6,861



（取組内容）
・非接触・非対面による県庁案内
・ユニバーサルデザインに配慮した設計
・県庁フロア図、会議情報のデータ化

ふじのくにのデジタル化事業
つながる・支えあう

画面イメージ

設置イメージ

※令和元年度から
　無人化

【設置前】

【設置後】

県庁案内のデジタル化 【概算費用 6,600千円】
 リニューアルした県民サービスセンターに
 県庁案内機能搭載のタッチ式ディスプレイを導入

 ⇒ デジタル技術を活用し、
   県庁コンシェルジュ機能強化
   に向けた実証

＜今後の展望＞
・県民サービス向上のため機能の拡充
・県政に対するトレンド等のデータ蓄積と反映

＜関係部局等＞
 行政経営課、資産経営課、林業振興課
                  など

資料２－２

企業参加型オンラインコミュニティ
   「しずおか産業創造プラットフォーム」の創設

【概算費用 5,000千円】

 様々なメンバーが新事業展開に向けて知恵を出し合う場をオンライン上に創設
  ⇒ 非接触･ワンストップ化の実現による利用者の利便性向上に向けた実証

＜今後の展望＞
・利用者の拡大に向け周知・広報を強化
・支援情報検索データーベースの機能拡充等
 による利便性の向上

ふじのくにのデジタル化事業
働く・磨く

（取組内容）
・国、県等の支援情報（補助金等）を検索デー
 タベースにより一元的に提供
・会員制のコミュニティコーナーでの、自社の
 困りごとや協業の相談等の双方向による交流             
                   など＜関係部局等＞
 経済産業部、（公財）静岡県産業振興財団、
 商工団体、金融機関、県内企業 など



漁船操業

赤色部分を航行

航跡図

漁船操業情報を利用した海底地形図作成
【概算費用 5,000千円】

南駿河湾漁協の協力のもと、漁船に機器を設置し、水深や位置データ等を 
取得することで海底地形図・水温マップを作成

 ⇒ 海底地形図作成コストの縮減、水温マップ提供による漁業の操業支援

自動送受信

航行データ
（水深・位置・水温等）

水温マップ

ふじのくにのデジタル化事業
暮らす・楽しむ／働く・磨く

＜今後の展望＞
 ・自動送受信による航行データの取得
 ・データ解析の改善による海底地形図の精度向上

＜関係部局等＞
 交通基盤部、経済産業部、
 南駿河湾漁協 等

（取組内容）
 ・航行データを活用した海底地形図、水温マップの作成
 ・データ自動送受信の確認

海底地形図

漁 業 者 静 岡 県  

自動送受信

水深・位置
データ解析

海底地形図・水温マップ 作成航行データ 取得・蓄積

魚群探知機

外部記憶媒体

交通結節点における交通情報等の発信
【概算費用 8,000千円】

熱海、三島、伊豆高原駅にタッチパネル型端末を設置し、来訪者等に対し、

公共交通の利用及び地域振興（観光地のPR等）に寄与する情報を発信

 ⇒ 問合せ対応業務の効率化、得られたデータを基にした新たな観光商品の造成

タッチパネル型端末による情報提供

ふじのくにのデジタル化事業
暮らす・楽しむ／働く・磨く

（取組内容）
・AIチャットボットによる自動接客
・遠隔接客による情報提供
・利用者の入力内容に基づく観光プランの提供

＜関係部局等＞
 交通基盤部、スポーツ・文化観光部、市町、
 地元交通事業者
（ （伊豆急、伊豆箱根鉄道、東海自動車など）

＜今後の展望＞
・ＡＩの回答精度を高め、実証実験を継続 
・ＡＩチャットボットの利活用促進



浄水場の残留塩素濃度に与える外的要因調査
【概算費用 8,500千円】

 寺谷浄水場(企業局西部事務所：磐田市)にて、データ(水質、

 水温、気温、日光照射量等)に基づき次亜塩素酸ナトリウム

 （消毒用薬剤）の注入率を決定 
 ⇒ 薬剤注入率の決定の自動化に向けた実証 
（取組内容）
 ・気象計及びデータ収集装置の設置
 ・気象データ、水質データ等の収集
 ・収集データを機械学習により解析
 ・残留塩素濃度に与える外的要因の抽出

ふじのくにのデジタル化事業
暮らす・楽しむ

＜今後の展望＞
 安全・安定した水供給の全県展開

＜関係部局等＞
 企業局、各水道事業者(市町)

データ収集装置（日光照射計等）

収集データをシステムで解析

図書館のデジタル化    【概算費用 12,000千円】

 デジタルツールを図書館機能、図書館業務に活用
 ⇒ 県民の利便性向上に繋がるツールを県立中央図書館に導入し実証

   新県立中央図書館の整備へ反映

（取組内容）

 ・貸出カードの電子化（スマホ表示）

 ・利用者登録等のウェブ申込

 ・電子図書館の導入（電子書籍の貸出）

ふじのくにのデジタル化事業
学ぶ・究める

＜今後の展望＞

・電子図書館の充実

・学校等との連携支援

＜関係部局＞

 教育委員会事務局、広聴広報課







(デジタル戦略局データ活用推進課)

１ 要旨

公共データのオープンデータ化は、①国民参加・官民協働の推進を通じた諸課題の解決、経

済活性化、②行政の高度化・効率化、③行政の透明性・信頼を目的とし、さらに地方公共団体

においては、その利活用により地域課題の解決につなげるという点も重要視されている。

そのため、地方自治体等が保有する公共データについては、共有の財産であるとの認識に

立ち、オープンデータとして積極的に公開し、利活用の推進を図る。

２ 現状と課題

本県では、平成25年度、都道府県では初となるオープンデータの専用検索サイト「ふじの

くにオープンデータカタログ」をインターネット上に開設。平成30年には、複数データの一

括ダウンロードや、ＡＰＩ連携によりデータを定期的にダウンロードできるようリニューアル

をした。

サイトで公開するデータセット数は増加しているもののまだ十分ではなく、また、国が推

奨するデータセットについても公開数が少なく、充実に向けた取組が必要である。

（１）オープンデータの定義

①営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの

②機械判読に適したもの

③無償で利用できるもの

（２）県内自治体のデータセット数・ダウンロード数の推移

※（ ）は県

（３）国の推奨データセット

※地方公共団体によるオープンデータの公開とその利活用を促進するため、公開することが推奨さ

れるデータセットとして国が示したもの（R3.3.3現在）

３ 今後の取組

今年１月、オープンデータの作成・公開手順や技術的指針等を示した「静岡県オープンデ

ータ作成の手引」を作成した。その手引きを使って２月には静岡県デジタル戦略推進本部作

業部会の職員に向けて研修を開催し、各部局の公開状況を示してデータの登録を促した。

令和４年度は、引き続き「手引書」を活用して、担当職員向けの研修を実施し、国の推奨す

るデータセットの公開を促すとともに登録データ数の充実を図る。

オープンデータの利活用推進について

H28 H29 H30 R1 R2
R4.2月末
現在

データセット数 1,206 1,518 2,082（202） 2,265（248） 2,534（254） 2,713（274）

推奨データセット数 0 0 39（1） 77（2） 138（2） 175（2）

ダウンロード数 － － 246,631 2,610,683 11,294,708 16,011,628

基本編

01 ＡＥＤ設置箇所一覧 06 イベント一覧 11 地域・年齢別人口

02 介護サービス事業所一覧 07 公衆無線ＬＡＮアクセスポイント一覧 12 公共施設一覧

03 医療機関一覧 08 公衆トイレ一覧 13 子育て施設一覧

04 文化財一覧 09 消防水利施設一覧 14 オープンデータ一覧

05 観光施設一覧 10 指定緊急避難場所一覧

資料４



部局別公開データ一覧
（令和４年１月末現在）

部局 データ名称 所属
1 情報システム開発等の業務の委託に係る競争入札参加資格者名簿 電子県庁課
2 静岡県年齢別人口データ（昭和60年から平成30年まで） 統計調査課
3 オープンデータ一覧 データ活用推進課
4 イベント一覧（オープンデータ関係） データ活用推進課
5 ＜長期時系列＞＜静岡県＞市町別昼夜間人口の推移 データ活用推進課
6 ＜長期時系列＞＜静岡県＞工業統計 統計調査課
7 ＜長期時系列＞静岡県県民経済計算 データ活用推進課
8 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（項目別）全種別の学校数、生徒数等の推移 統計調査課
9 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（項目別）小学校、中学校、高等学校 統計調査課

10 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（項目別）幼稚園、認定こども園 統計調査課
11 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（項目別）特別支援学校、専修学校、各種学校 統計調査課
12 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（年度別）小学校、中学校 統計調査課
13 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（年度別）高等学校、義務教育学校 統計調査課
14 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（年度別）幼稚園、認定こども園 統計調査課
15 ＜長期時系列＞静岡県学校基本統計（年度別）特別支援学校、専修学校、各種学校 統計調査課
16 ＜長期時系列＞静岡県統計年鑑編（県・市町村の変遷～商業） データ活用推進課
17 ＜長期時系列＞静岡県統計年鑑編（貿易～その他） データ活用推進課
18 ＜長期時系列＞＜静岡県＞人口動態統計 データ活用推進課
19 ＜長期時系列＞しずおかけんの地域経済計算 データ活用推進課
20 ＜長期時系列＞主要統計指標 データ活用推進課
21 静岡県イメージキャラクター「ふじっぴー」（要承認） 広聴広報課
22 静岡県の自動車保有台数調査データ（昭和44年から令和３年まで） 統計調査課
23 新型コロナウイルス対策に関する支援制度一覧 データ活用推進課
24 支援制度一覧（新型コロナウイルス対策関連以外） データ活用推進課
25 熱海市伊豆山土石流の崩れはじめの箇所ドローン映像 広聴広報課
26 富士山ビューポイント 電子県庁課
27 気象観測点 データ活用推進課
28 オープンソースソフトウェア調査報告書 デジタル戦略課
29 市役所・町役場 データ活用推進課
30 竜巻・突風発生地点 データ活用推進課
31 地震計設置箇所 データ活用推進課
32 扇子デザイン（富士山写真） デジタル戦略課
33 扇子デザイン（文字デザイン） デジタル戦略課
34 県の機関・施設(20210709) 電子県庁課
1 し尿処理施設（2021） 危機政策課
2 一般廃棄物焼却施設（2021） 危機政策課
3 医療品等備蓄センター・赤十字血液センター（2020） 危機政策課
4 静岡県地域防災計画資料編Ⅱ(令和４年１月) 危機政策課
5 静岡県地域防災計画資料編Ⅰ(令和４年１月) 危機政策課
6 静岡県地域防災計画(令和３年10月) 危機政策課
1 静岡県公共施設情報（建物）（202003） 資産経営課
2 静岡県公共施設情報（土地）（202003） 資産経営課
3 静岡県公共施設情報（基本）（201903） 管財課・行政経営課
1 ＜長期時系列＞＜静岡県＞外国人の住民基本台帳登録者数 多文化共生課
2 食べきり協力店（令和２年10月1日時点） 廃棄物リサイクル課
1 ＜長期時系列＞静岡県観光交流の動向 観光政策課
2 富士山からの日の出写真 富士山世界遺産課
1 住宅宿泊事業（民泊）届出施設一覧（令和３年12月末現在） 衛生課
2 新型コロナウイルス感染症県内感染動向 疾病対策課
3 理容所台帳 衛生課
4 美容所台帳 衛生課
5 新規食品営業許可施設一覧（令和3年6月以降） 衛生課
1 柑橘および落葉果樹の生態情報 農林技術研究所 果樹研究センター
2 病害虫発生予察情報 農林技術研究所 病害虫防除所
3 令和３年度森林簿 森林計画課
4 令和３年度静岡森林計画図 森林計画課
5 令和３年度伊豆森林計画図 森林計画課
6 令和３年度富士森林計画図 森林計画課
7 令和３年度天竜森林計画図 森林計画課
1 危機管理型水位計観測データ 土木防災課
2 危機管理型水位計観測所情報 土木防災課
3 水位観測所 土木防災課
4 雨量観測所 土木防災課
5 ライブカメラ（河川） 土木防災課
6 都市計画区域（R3.3.31現在） 都市計画課
7 準都市計画区域（R3.3.31現在） 都市計画課
8 用途地域・区域区分（R3.3.31現在） 都市計画課
9 用途地域の建ぺい率・容積率（R3.3.31現在） 都市計画課

10 特別用途地区（R3.3.31現在） 都市計画課
11 高度地区（R3.3.31現在） 都市計画課
12 高度利用地区（R3.3.31現在） 都市計画課
13 特定街区（R3.3.31現在） 都市計画課
14 風致地区（R3.3.31現在） 都市計画課
15 地区計画（R3.3.31現在） 都市計画課
16 流域下水道（施設）（R3.3.31現在） 都市計画課
17 流域下水道（管渠）（R3.3.31現在） 都市計画課
18 流域下水道始終点（R3.3.31現在） 都市計画課
19 都市計画道路（R3.3.31現在） 都市計画課
20 都市計画道路起終点（R3.3.31現在） 都市計画課
21 都市計画公園（R3.3.31現在） 都市計画課
22 都市計画緑地（R3.3.31現在） 都市計画課
23 市街地再開発事業（R3.3.31現在） 都市計画課
24 土地区画整理事業（R3.3.31現在） 都市計画課
25 駐車場整備地区（R3.3.31現在） 都市計画課
26 防火地域（R3.3.31現在） 都市計画課
27 準防火地域（R3.3.31現在） 都市計画課
28 特定用途制限地域（R3.3.31現在） 都市計画課
29 港湾・漁港 港湾企画課
30 静岡県景観賞受賞地区 景観まちづくり課
31 行政界 建設技術企画課
32 ボーリング柱状図 建設技術企画課
33 道の駅 道路企画課
34 地下横断歩道 道路保全課
35 横断歩道橋 道路保全課
36 道路照明灯 道路保全課
37 静岡県熱海市災害３次元点群データ 建設政策課
38 静岡県屋外広告業登録簿（令和４年１月５日現在） 景観まちづくり課

県警本部 1 静岡県犯罪発生情報（令和元年） 警察本部生活安全企画課
※同一内容のデータは、最新版のみ掲載

危機管理部

経営管理部

くらし・環境部

スポーツ・
文化観光部

健康福祉部

知事直轄組織

経済産業部

交通基盤部



法令に基づき地方公共団体が保有する情報のうち、オープンデータとして公開可能なもの一覧

※出典：オープンデータをはじめよう～地方公共団体のための最初の手引書～

項番 情報の名称 保有主体 根拠法令 所管府省庁 留意事項

1
各NPO法人情報 (事業報告、役員名簿、等)、NPO法人の設
立,解散等に係る申請書類　等

都道府県 特定非営利活動促進法 内閣府
個人情報が含ま

れる場合は要除

外

2
交通情報
（※リアルタイム提供のためのシステムについて、維持・管理に多額の費用

を要するものは除く)

都道府県
公安委員会

道路交通法 警察庁

3
保管車両一覧簿、保管積載物一覧簿、保管損壊物等一覧
簿、保管工作物等一覧簿、保管転落積載物等一覧簿

警察署長 道路交通法 警察庁
使用者等が判明

しない場合に公

表している

4
貸金業者登録簿
貸金業者の監督処分等の公告

都道府県 貸金業法施行規則 金融庁

5 地域防災計画データ 都道府県 災害対策基本法 総務省

6
旅券関係の各種申請書、証明書等の様式、発給手続き関
連情報、旅券関係統計

市町村 旅券法 外務省

7
林業経営基盤の強化並びに木材の生産及び流通の合理化
に関する事項についての基本構想

都道府県
林業経営基盤の強化等の
促進のための資金の融通
等に関する暫定措置法

農林水産省 
林野庁

8 林業労働力の確保の促進に関する基本計画 都道府県
林業労働力の確保の促進
に関する法律

農林水産省
林野庁

9 特定漁港漁場整備事業計画 地方公共団体 漁港漁場整備法
農林水産省
水産庁

10 漁港台帳 地方公共団体
漁港漁場整備法、同法施
行規則

農林水産省
水産庁

11 特定漁港施設の運営の事業認定内容 地方公共団体 漁港漁場整備法施行規則
農林水産省
水産庁

12 漁港管理者が保管した工作物等一覧簿 地方公共団体 漁港漁場整備法施行令
農林水産省
水産庁

13 自転車等の駐車対策に関する総合計画 市町村 自転車法 国土交通省

14 県知事登録旅行業者一覧 都道府県 旅行業法 国土交通省

15 道路台帳（都道府県道、市町村道） 地方公共団体 道路法 国土交通省

16 洪水ハザードマップ 市町村 水防法 国土交通省

17 公共下水道台帳 市町村 下水道法 国土交通省

18 都市下水路台帳 市町村 下水道法 国土交通省

19 ボーリングデータ 市町村
情報の整備を義務付ける
法令はない

国土交通省

20 都市計画基礎調査 都道府県 都市計画法 国土交通省

21 生物多様性地域戦略
都道府県及び
市町村

生物多様性基本法 環境省

22 生物多様性モニタリング調査
都道府県及び
市町村

根拠法令なし 環境省

23 基金造成費に係る事業内容等 市町村

・防衛施設周辺の生活環
境の整備等に関する法律
・駐留軍等の再編の円滑
な実施に関する特別措置
法

防衛省

24 基金造成費に係る事業評価書 市町村
防衛施設周辺の生活環境
の整備等に関する法律

防衛省

25 路外駐車場設置届出書 地方公共団体 駐車場法 国土交通省

26 特定路外駐車場設置届出書 地方公共団体 バリアフリー新法 国土交通省

27 道路占用許可申請書（都道府県道、市町村道） 地方公共団体 道路法 国土交通省

28 都市公園台帳 地方公共団体 都市公園法 国土交通省

29 道路工事施工承認申請書（都道府県道、市町村道） 地方公共団体 道路法 国土交通省

30 電線共同溝占用許可申請書（都道府県道、市町村道） 地方公共団体
電線共同溝の整備等に関
する特別措置法

国土交通省

31 橋梁台帳（都道府県道、市町村道） 地方公共団体 道路法 国土交通省

32 地方公共団体実行計画（区域施策編） 地方公共団体
地球温暖化対策の推進に
関する法律

環境省

33
保安林予定森林、解除予定保安林、保安林の指定、保安
林の解除、保安施設地区予定地、保安施設地区の指定又
は保安施設地区の解除に関する告示

国又は地方公
共団体

森林法 農林水産省

34
保安林又は保安施設地区の指定施業要件の変更に関する
告示

国又は地方公
共団体

森林法 農林水産省


